
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)

福岡県 芦屋町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

16,467
11.42
8,128,787
7,837,402
125,906

人(H17.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.38]

類似団体内順位

[ 53/68 ]

全国市町村平均

0.47

福岡県市町村平均

0.44

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.23

1.71

0.51

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.38

芦屋町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [106.5%]

類似団体内順位

[ 67/68 ]

全国市町村平均

90.5

福岡県市町村平均

91.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

107.2

62.4

89.7

106.5

公債費負担の健全度

起債制限比率 [6.2%]

類似団体内順位

[ 14/68 ]

全国市町村平均

11.2

福岡県市町村平均

11.6

(%)

30.0

20.0

10.0

0.0

△ 10.0

19.0

△ 1.0

8.5
6.2

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [450,297円]

類似団体内順位

[ 46/68 ]

全国市町村平均

466,109

福岡県市町村平均

650,979

(円)

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

952,337

67,260

386,622
450,297

給与水準の適正度（国との比較）

ラスパイレス指数 [100.6]

類似団体内順位

[ 67/68 ]

全国市平均

97.6

全国町村平均

93.7
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.8

83.9

93.2

100.6

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.90人]

類似団体内順位

[ 48/68 ]

全国市町村平均

8.12

福岡県市町村平均

6.81

(人)

40.00

30.00

20.00

10.00

0.00

27.63

4.80

8.83
9.90

財政力

財政構造の弾力性

公債費負担の健全度

定員管理の適正度

給与水準の適正度
（国との比較）

将来負担の健全度

類似団体平均

芦屋町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
○財政力指数
　長引く景気の低迷による税収の減少に加え、町内に中心となる産業がないこと等から財政基盤が弱く、類似団体の平均を下回っている。こ
のため、税収等の徴収率の向上に努めるとともに、人件費の削減をはじめ、扶助費、補助費の見直しや、指定管理者制度の導入などによっ
て経常経費の削減を図るなど、財政の健全化に取組んでいる。
○経常収支比率
　今日まで脆弱な財政基盤を競艇事業の収益により補ってきたが、経常収支比率においては、競艇事業の収益が経常的な収入には含まれな
いため、数値としては１００％前後でこれまで推移してきている。しかし、近年競艇事業が景気の低迷とともに、業績も悪化しており、これまでの
ように競艇事業からの収益を見込むことができないため、行革大綱及び集中改革プランを策定し、経常経費の大幅な削減を図ることとしてい
る。
○起債制限比率
　各種建設事業の財源を競艇事業の収益により賄ってきたため、起債の発行はこれまで抑制されてきており、起債制限比率は類似団体に比
べ低くなっている。しかし、平成６年度から借入れている地域総合整備事業債の償還が増加しているため、近年この数値は上昇傾向にある。
○人口１人当たり地方債現在高
　競艇事業の収益を財源に各種建設事業を行ってきたため、起債残高は類似団体に比べ少なくなっていたが、平成１３年度から起債を行って
いる競艇場の大規模な施設改善事業の影響により、近年急激に起債残高が増加している。このため、人口１人当たりの地方債現在高は、４５
０，２９７円と類似団体では平均を上回っているが、競艇場の施設改善事業分を除いた場合、１９９，４２９円と低い水準となる。
○ラスパイレス指数
　旧来からの給与体系及び初任給基準が国に比べて高いために全国町村平均を上回る100.6となっている。給与の適正化については、定員
の適正化による総人件費の削減と、今後5年間の給料の5.5％のカットを実施し、類似団体平均の水準まで低下させる。
○人口1,000人当たり職員数
　芦屋町では、他町にない競艇事業、2箇所の保育所等のため同程度の人口規模の町村に比べて職員数が多くなっている。今後5年間の定
員適正化計画に基づく退職者不補充や民間委託の推進等により職員数を18.8％（36人）削減する。


